
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事務局⻑  本⽇は御多忙のところ⼤内
おおうち

捷司
か つ じ

 
元 委 員 ⻑ 、 富越和厚

とみこしかずひろ
 前 委 員 ⻑ 、 そ し て 

荒井
あ ら い

勉
つとむ

委員⻑におかれましては、機関誌『ち
ょうせい』の座談会に出席いただきまして誠に
ありがとうございます。 
 初めに、今回の座談会の趣旨について改めて
御説明を申し上げます。御承知のとおり、機関
誌『ちょうせい』は、主に地⽅公共団体との情
報共有を図ることを⽬的として、平成７年以降、
年４回発⾏しており、令和２年２⽉には、第 100
号の節⽬を迎えたところです。直近では、⼀昨
年の平成から令和への改元を機に２年間、過去
７回にわたって、これまで公調委が取り扱った
公害紛争事件のうち、特⾊ある事件を振り返る
特集記事を連載しております。本⽇の座談会は、
その締めくくりという位置づけで開催させてい
ただきました。 
 

 
事務局⻑   まずは、御在任中のことなどに関
しまして、お話を伺ってまいりたいと思います。
当時の公害紛争処理制度を巡る状況について
お伺いできればと思います。 
 
⼤内   私は平成 19 年７⽉に委員⻑に就任し
て、その後５年間、平成 24 年６⽉まで在任い

たしました。私が着任した時期は、公害等調整
委員会が発⾜した昭和 47 年当時の⽔俣病や四
⽇市公害などの、いわゆる産業型といわれる公
害事件から、騒⾳などの⾝近な⽣活環境の侵害
が問題視される⽣活型の公害が意識されるよう
になってきた時期でありました。これは各企業
における公害防⽌対策や、⾏政における環境保
全対策・法整備が進み、加えて、環境問題に対
する市⺠意識の⾼まりが背景となっていたと考
えられます。このような社会情勢の変化が、公
調委に申し⽴てられる事件数にも反映し、平成
３年以降、年間の新規申⽴件数が 10 件未満と
いう年が多くなっておりました。私が委員⻑に
就任した平成 19 年には、新規受付件数が年間
６件にとどまるという状況になっておりました。 

 
富越    今、件数のお話がありましたけれども、
平成 19 年の新規受付件数だけを⾒ると組織存
続の危機ではないかというぐらいの件数でした
けれども、私が平成 24 年に引き継いだ段階で
は、⼤内委員⻑時代の取組によって裁定事件が

在任中の公害紛争処理制度を
巡る状況 

 

 

大大 内内 捷捷 司司  ××  富富 越越 和和 厚厚  ××  荒荒 井井   勉勉  

聞き手：相馬清貴（公害等調整委員会事務局長）
（令和２年 11 月 18 日実施）

公公害害紛紛争争処処理理制制度度
「「平平成成のの時時代代かからら令令和和のの時時代代へへ」」  

  公公害害等等調調整整委委員員会会  歴歴代代委委員員長長座座談談会会  
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公害紛争処理制度「平成の時代から令和の時代へ」 

増加しておりまして、新規受付 23 件、終結 29
件、未済 38 件と、この公調委の組織規模から
いうと、これが未済 50 件にもなったら⼤変だ
なと、逆に思ったりしたものです。 
 
事務局⻑  ⼤内先⽣の就任当時の取組につ
いてお伺いできれば。 
 
⼤内  平成 19 年の就任当時、私の役割とし
ては、公調委における公害紛争処理制度の活性
化が最⼤の課題でありまして、全国の都道府県
公害審査会と連携し、裁定による解決がふさわ
しい事件については、中央の公調委への申⽴て
を促すよう働きかけをするなどの⽅法によって、
公害紛争処理制度の活⽤を呼びかけてまいりま
した。 
 その⼀⽅で、公調委における事件処理体制の
強化にも努めました。具体的には、第１に、充
実した審議を尽くして、内容のしっかりとした
裁定を下すことに努めることです。このことは
当然ではありますが、公調委の基本的な役割を
まず果たすことが⼤事であると考えた次第です。
第２は、専⾨委員を活⽤し、科学的な事件調査
を充実させることにも努めました。そのため、
平成 21 年度以降、事件調査のための予算を⼤
幅に増額させ、必要な事件については専⾨委員
による調査、外部委託による調査を⼗分⾏える
体制を⽤意いたしました。さらに３番⽬に、東
京から離れた地域に在住する当事者の負担を軽
減させるため、被害発⽣地等の現地で審理期⽇
を開催する取組を開始し、平成 21 年には、現
地期⽇開催の要件を緩和する規則の改正を実
現して、現地期⽇の運⽤を推進させてまいりま
した。 
 
富越    ⼤内委員⻑の広報活動の流れを引き
継ぎまして、私も、及ばずながら裁判所への説
明会など広報に努めた記憶があります。 
 ただ、私⾃⾝の活動というよりも、⼤内時代

の広報活動の残存効果といいますか、平成 25
年には新規受付件数が 32 件となり、その後は
やや低迷しまして、平成 29 年７⽉に荒井委員
⻑にバトンタッチをしたという流れとなります。
この間、⼤内委員⻑から御説明のあった改善⽅
策について、基本的にその⽅策を踏襲した上で、
作業を進めてまいりました。産業型の⼤型公害
が終わって、⽣活環境型の近隣公害への傾向が
どんどん進んでいくという時期であったと記憶
しております。  
 
事務局⻑  その後、富越委員⻑からのバトン
タッチを受けて、荒井委員⻑が御就任になられ
ました。 
 
荒井  私は平成 29 年の７⽉に、富越前委員
⻑の後任として着任して、３年余りがたちまし
た。私が着任した当初の数か⽉で感じたことを
申し上げますと、⼀つは、事件の類型が、先ほ
どから出ております⽣活環境型の事件、中でも
騒⾳や低周波の事件が特に多かったという印象
でした。特に隣家のエコ給湯器の室外機からの
夜間の騒⾳、あるいは低周波⾳によって眠れな
いといった健康被害を訴える案件が続いてまい
りまして、騒⾳絡みの案件が多い、まさに近隣
紛争だなと感じたところであります。 
 次に感じたこととしては、損害賠償を求める
責任裁定がほとんどだろうと思っていたところ、
ほぼ同数ぐらいに原因裁定の申⽴てがあること
で、例えば平成 30 年ですと、新規受付 22 件
のうちの半分の 11 件は原因裁定です。原因裁
定は、加害⾏為と被害結果との因果関係だけを
判断するものですから、専⾨的知⾒を活⽤して
判断するという点で公調委の特⾊を最も発揮で
きる紛争解決⼿段だと思うのですが、これがか
なり利⽤されている実情を知り、これは公調委
としては⾮常に好ましいことだと感じたところ
であります。 
 もう⼀つ感じましたのは、これは先ほど⼤内

 

元委員⻑のお話を伺って、ああ、そういうこと
だったのかと思ったところですけれども、審理
体制の充実を感じました。裁定委員会や調停委
員会を構成する３⼈のメンバーには裁判官出⾝
者が⼊り、あるいは医師や⾏政の専⾨家が⼊る、
事案によっては弁護⼠、学者、科学の専⾨家が
⼊るというような形で委員会が構成されますし、
事前準備を担当する審査官室もまた、裁判所出
向者だけではなく、⾏政庁の各省から出向して
いるいろいろな視点を持っている⼈たちで構成
されており、⾮常に多⾓的視点を持った判断が
できる体制ができているのだと感じました。そ
の上で、先ほどお話ありましたように、専⾨委
員の活⽤が⾮常に重要な意味を持っているわけ
ですが、裁判所の専⾨委員制度と⽐較して、当
委員会の専⾨委員は、その専⾨的知⾒が⼤変柔
軟かつ有効に活⽤されており、委員会の判断の
重要な⽀えとなっているように思われ、これも
充実した審理体制の⼤きな要素だと感じた次第
でございます。 
 

 
事務局⻑  御在任中の事件で、特に印象に残
っているとか、解決に苦労したといった事件は
ございましたでしょうか。 
 
■被害者救済の視点に⽴ち返る 
⼤内  私の在任中の印象に残る事件として
は、５年にもわたって調停を進めた伊賀市産業
廃棄物処分場⽔質汚濁防⽌等調停申請事件1

（申請：平成 17 年８⽉）や、専⾨家による本
格的な現地調査を⾏った和歌⼭県美浜町にお
ける椿⼭ダム放流⽔漁業被害原因裁定申請事

                                                 
1 伊賀市産業廃棄物処分場⽔質汚濁防⽌等調停申請事件（平成 17 年（調）第１号事件） 

https://www.soumu.go.jp/kouchoi/activity/igashi.html 
2 和歌⼭県美浜町における椿⼭ダム放流⽔漁業被害原因裁定申請事件（平成 18 年（ゲ）第 1 号事件） 

https://www.soumu.go.jp/kouchoi/activity/wakayama.html 
3 神栖市におけるヒ素による健康被害等責任裁定申請事件（平成 18 年（セ）第 2 号事件） 

https://www.soumu.go.jp/kouchoi/activity/kamisu_hiso.html 

件2（申請：平成 18 年９⽉）など思い出深い事
件がありました。しかし、最も苦労した事件と
しては、申すまでもなく、神栖市におけるヒ素
による健康被害等責任裁定申請事件3（申請：
平成 18 年７⽉）でした。 
 この事件は平成５年頃、何者かによって神栖
市におけるいけす

．．．
の埋⽴てに際し、戦時中に旧

陸軍の毒ガス兵器原料として製造されていたヒ
素 化 合 物 で あ る ジ フ ェ ニ ー ル ア ル シ ン 酸
（DPAA）が、⽣コンクリートに混⼊されて地
中に埋設されたところ、コンクリート塊から
DPAA が溶け出して地中に浸透し、これが地
下⽔の流れに乗って周辺地域に拡散し、住⺠が
飲⽤に使⽤していた井⼾⽔に混じり込み、住⺠
に健康被害を⽣じさせました。これに関して、
損害賠償⾦の⽀払を求めて責任裁定の申⽴て
がなされた、という事件でありました。 

⼤ 内 捷 司 
元 公害等調整委員会委員⻑（平成 19.7〜24.6) 
元 札幌⾼等裁判所⻑官 

 

印象に残る事件 
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⻑にバトンタッチをしたという流れとなります。
この間、⼤内委員⻑から御説明のあった改善⽅
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が終わって、⽣活環境型の近隣公害への傾向が
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ました。 
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員会を構成する３⼈のメンバーには裁判官出⾝
者が⼊り、あるいは医師や⾏政の専⾨家が⼊る、
事案によっては弁護⼠、学者、科学の専⾨家が
⼊るというような形で委員会が構成されますし、
事前準備を担当する審査官室もまた、裁判所出
向者だけではなく、⾏政庁の各省から出向して
いるいろいろな視点を持っている⼈たちで構成
されており、⾮常に多⾓的視点を持った判断が
できる体制ができているのだと感じました。そ
の上で、先ほどお話ありましたように、専⾨委
員の活⽤が⾮常に重要な意味を持っているわけ
ですが、裁判所の専⾨委員制度と⽐較して、当
委員会の専⾨委員は、その専⾨的知⾒が⼤変柔
軟かつ有効に活⽤されており、委員会の判断の
重要な⽀えとなっているように思われ、これも
充実した審理体制の⼤きな要素だと感じた次第
でございます。 
 

 
事務局⻑  御在任中の事件で、特に印象に残
っているとか、解決に苦労したといった事件は
ございましたでしょうか。 
 
■被害者救済の視点に⽴ち返る 
⼤内  私の在任中の印象に残る事件として
は、５年にもわたって調停を進めた伊賀市産業
廃棄物処分場⽔質汚濁防⽌等調停申請事件1

（申請：平成 17 年８⽉）や、専⾨家による本
格的な現地調査を⾏った和歌⼭県美浜町にお
ける椿⼭ダム放流⽔漁業被害原因裁定申請事

                                                 
1 伊賀市産業廃棄物処分場⽔質汚濁防⽌等調停申請事件（平成 17 年（調）第１号事件） 

https://www.soumu.go.jp/kouchoi/activity/igashi.html 
2 和歌⼭県美浜町における椿⼭ダム放流⽔漁業被害原因裁定申請事件（平成 18 年（ゲ）第 1 号事件） 

https://www.soumu.go.jp/kouchoi/activity/wakayama.html 
3 神栖市におけるヒ素による健康被害等責任裁定申請事件（平成 18 年（セ）第 2 号事件） 

https://www.soumu.go.jp/kouchoi/activity/kamisu_hiso.html 

件2（申請：平成 18 年９⽉）など思い出深い事
件がありました。しかし、最も苦労した事件と
しては、申すまでもなく、神栖市におけるヒ素
による健康被害等責任裁定申請事件3（申請：
平成 18 年７⽉）でした。 
 この事件は平成５年頃、何者かによって神栖
市におけるいけす

．．．
の埋⽴てに際し、戦時中に旧

陸軍の毒ガス兵器原料として製造されていたヒ
素 化 合 物 で あ る ジ フ ェ ニ ー ル ア ル シ ン 酸
（DPAA）が、⽣コンクリートに混⼊されて地
中に埋設されたところ、コンクリート塊から
DPAA が溶け出して地中に浸透し、これが地
下⽔の流れに乗って周辺地域に拡散し、住⺠が
飲⽤に使⽤していた井⼾⽔に混じり込み、住⺠
に健康被害を⽣じさせました。これに関して、
損害賠償⾦の⽀払を求めて責任裁定の申⽴て
がなされた、という事件でありました。 

⼤ 内 捷 司 
元 公害等調整委員会委員⻑（平成 19.7〜24.6) 
元 札幌⾼等裁判所⻑官 

 

印象に残る事件 
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公害紛争処理制度「平成の時代から令和の時代へ」 

 裁定委員会の裁定は、茨城県に対し⽔質汚濁
防⽌法上の監視義務に反し、住⺠にヒ素汚染の
事実を公表しなかった点で、同法上の公表義務
にも違反し、損害賠償責任は免れないという判
断をしたものであります。健康被害の原因物質
であった DPAA が住⺠の飲⽤井⼾に到達した
因果関係の認定や住⺠の健康被害の認定の問
題、国や県の法的責任の判断、健康被害による
損害額の認定、それらの各論点について、極め
て難しい判断が求められました。 
 この事案では、公害紛争処理の原点である被
害者救済の視点に⽴ち返って、公調委としての
責任を果たすことができたのではないかと思っ
ておる次第です。 
 
■職権調査を尽くす事件処理 
富越  私の印象に残る事件として、寝屋川市
における廃棄物処理施設からの⼤気汚染による
健康被害原因裁定申請事件4（申請：平成 23 年
３⽉）があります。 
 事案としては、⼤阪の寝屋川市で、⽥畑を⼀
部残して周辺に住宅街が展開している地域に、
廃プラスチック処理⼯場と関係４市の⼀部事務
組合によるリサイクル施設ができたことを発端
に起きた事件です。廃プラスチック処理⼯場は、
容器リサイクル協会における製品化事業として
廃プラスチックを温めて形あるものにする過程
で臭いが出る作業を⾏う⼯場で、リサイクル施
設は、⼀部事務組合が作った施設で、廃プラス
チックのペットボトル等の貯蔵圧縮を⾏う施設
です。この２者を相⼿にして、この地域に居住
していた住⺠から、排気中に有害な有機物質が
含まれているとして、⽪膚の炎症とか、のど・
⿐の粘膜刺激症状、神経系の機能障害など、か
なりいろいろな障害が出ているということで、

                                                 
4 寝屋川市における廃棄物処理施設からの⼤気汚染による健康被害原因裁定申請事件（平成 23 年（ゲ）第 2 号・平
成 24 年（ゲ）第 2・9 号事件） 
https://www.soumu.go.jp/kouchoi/activity/neyagawa.html 

5 島原市における養豚場等からのし尿による⽔質汚濁被害原因裁定申請事件（平成 23 年（ゲ）第 4 号）
https://www.soumu.go.jp/kouchoi/activity/shimabara.html 

原因裁定の申請があった事件でありました。 
 特徴的なのは、この申⽴ての以前に訴訟が起
こされておりまして、ほぼ同じ主張を前提にし
た差⽌請求訴訟で敗訴しているというものでし
た。訴訟での解決に納得できないで⾏政 ADR
を申し⽴ててきた事件でありました。基本的に
訴訟との関係でいいますと、申⽴⼈の⼀部は前
訴に関わっていなかった点もあったり、前訴に
おける被害は前訴訟段階における被害であって、
原因裁定の申⽴てをしてきている被害は、現在
進⾏中の被害だということになると考えれば、
⼆重訴訟にはならないだろうということで、事
件を着々と進めていたというものです。 
 私が受けた頃には、現地調査を⾏うという⽅
向性は決まっていたわけですけれども、現地調
査というのが簡単なものなのかと思ったら、結
構⼤変な話で、まず空気中に有機物がどれだけ
排出されているかということから、それが被害
者のところに届いているか。それとの因果関係
ということで、気象調査から、⼤気の採取分析
という細かい作業を⾏っていたところでありま
した。実際に⾦額を確認したわけではありませ
んけれども、たしか当時それなりの予算を使⽤
して調査を⾏ったという話だったと思います。
裁判事務と⽐べたときにこれが⼀つの驚きでし
た。 
 更に驚きというのは、先ほど申し上げました
ように、⼀旦訴訟で結論が出ていたが、社会的
に紛争が解決していない、むしろ職権調査を求
めてやってきていたところが、⾮常に驚きであ
ったわけです。 
 このほか、島原市における養豚場等からのし
尿による⽔質汚濁被害原因裁定申請事件5（申
請：平成 23 年３⽉）という事件もありました。
こちらの事案でも相当の費⽤をかけて、⾮常に

 

きちんとした科学的知⾒に基づいた調査が⾏わ
れていたのが印象的でした。 
 これらの事件を通して抱いた感想は、⺠事訴
訟であれば、当事者の費⽤負担でやるべきとこ
ろを、かなりのお⾦をかけて国がやっている。
その理由は何だろうかということでした。後で
お話が出るかとは思いますが、結局そこのとこ
ろは、公害を国家としてどう⾒ていくのかとい
う問題につながっていくのだという印象を持っ
た次第です。 
 
■類似地域を探し、騒⾳を体験 
荒井  私は、現に事件をまだ担当しているこ
ともありますし、まだ３年しかたっていないこ
ともありまして、お⼆⼈のようにかなり⼤きな
事件で、本格的な調査を尽くして判断に⾄る事
件は、まだほとんどない状態であります。 
 ⽐較的⼤きな事件としては、調停でございま
すけれども、東京国際空港航空機騒⾳調停申請
事件6（申請：平成 28 年９⽉）があります。こ
れは、需要の拡⼤に対応するために国が⽻⽥空
港の従来の航路を変更することとしたのですが、
これに伴って、近い上空を⾶ぶことになった京
浜島の事業主たちが、その騒⾳がひどくなるの
で、新航路の滑⾛路の供⽤制限等を求めた調停
です。これは富越前委員⻑から引き継いだ案件
であります。 
 これは、その計画段階で⾶⾏を⽌めようとし
ているものですので、実際に計画実施の段階で、
どの程度の騒⾳になるのかが分からない。想定
ではいろいろ議論されていても、それが実際に
どの程度⽇常⽣活、あるいはその⼯場・事業所
での仕事に影響を及ぼすのか分からない状況で
したので、どの程度の⾳になるのかを調査する
ために、全国で空港から同じような位置関係に
ある場所を探してもらいまして、伊丹空港の近

                                                 
6 東京国際空港航空機騒⾳調停申請事件（平成 28 年（調）第 10 号事件） 
https://www.soumu.go.jp/kouchoi/activity/tokyokokusaikuukou_souon.html 

隣で同じような距離関係にある場所に、実際に
担当メンバーで出向いて⾏って、そこで離発着
する⾶⾏機の騒⾳をじかに体験し、騒⾳測定も
いたしまして、どの程度の騒⾳になるのかを体
験してまいりました。 
 この体験を踏まえてその後も調整を重ね、最
終的に、新航路の滑⾛路の供⽤制限は求めない
が、その代わり、実施に移された場合にどの程
度の騒⾳になるのかを、国交省で騒⾳測定のモ
ニタリングをして情報提供するなどといった内
容で、令和２年１⽉に調停が成⽴いたしました。 
 このほか、現在係属中の事件ですけれども、
⾃動⾞排出ガスによって気管⽀ぜんそくに罹患

り か ん

したと主張する患者たちが申請⼈となって、国・
環境省と⾃動⾞メーカー７社を相⼿に損害賠
償と医療費助成制度の創設などを求める調停
事件や、⼯場から排出されたエタノールによっ
て増殖したカビによって、隣接する申請⼈の事
業所の外壁に異常な⿊ずみが発⽣したとして、
責任裁定を求める案件があります。後者の事件
は、公調委が持っている専⾨的知⾒を活⽤して
判断する公調委らしい事件だと思われ、今、精
⼒的に専⾨委員からもお話を伺いながら、事案
の解明に努めているところでございます。 
 

 
事務局⻑  先ほど、富越先⽣からお話がござ
いましたが、公害等調整委員会が⾏う裁定につ
いては、職権調査が広く⾏われているところで
す。この職権調査は、ある意味、裁定制度の特
⾊ともいえるものだと考えておりますが、この
職権調査の在り⽅をどのように考えていくべき
か、お考えを伺えればと思います。 
 
⼤内  公調委の役割としては、基本的に公害

職権調査の在り⽅ 
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公害紛争処理制度「平成の時代から令和の時代へ」 

 裁定委員会の裁定は、茨城県に対し⽔質汚濁
防⽌法上の監視義務に反し、住⺠にヒ素汚染の
事実を公表しなかった点で、同法上の公表義務
にも違反し、損害賠償責任は免れないという判
断をしたものであります。健康被害の原因物質
であった DPAA が住⺠の飲⽤井⼾に到達した
因果関係の認定や住⺠の健康被害の認定の問
題、国や県の法的責任の判断、健康被害による
損害額の認定、それらの各論点について、極め
て難しい判断が求められました。 
 この事案では、公害紛争処理の原点である被
害者救済の視点に⽴ち返って、公調委としての
責任を果たすことができたのではないかと思っ
ておる次第です。 
 
■職権調査を尽くす事件処理 
富越  私の印象に残る事件として、寝屋川市
における廃棄物処理施設からの⼤気汚染による
健康被害原因裁定申請事件4（申請：平成 23 年
３⽉）があります。 
 事案としては、⼤阪の寝屋川市で、⽥畑を⼀
部残して周辺に住宅街が展開している地域に、
廃プラスチック処理⼯場と関係４市の⼀部事務
組合によるリサイクル施設ができたことを発端
に起きた事件です。廃プラスチック処理⼯場は、
容器リサイクル協会における製品化事業として
廃プラスチックを温めて形あるものにする過程
で臭いが出る作業を⾏う⼯場で、リサイクル施
設は、⼀部事務組合が作った施設で、廃プラス
チックのペットボトル等の貯蔵圧縮を⾏う施設
です。この２者を相⼿にして、この地域に居住
していた住⺠から、排気中に有害な有機物質が
含まれているとして、⽪膚の炎症とか、のど・
⿐の粘膜刺激症状、神経系の機能障害など、か
なりいろいろな障害が出ているということで、

                                                 
4 寝屋川市における廃棄物処理施設からの⼤気汚染による健康被害原因裁定申請事件（平成 23 年（ゲ）第 2 号・平
成 24 年（ゲ）第 2・9 号事件） 
https://www.soumu.go.jp/kouchoi/activity/neyagawa.html 

5 島原市における養豚場等からのし尿による⽔質汚濁被害原因裁定申請事件（平成 23 年（ゲ）第 4 号）
https://www.soumu.go.jp/kouchoi/activity/shimabara.html 

原因裁定の申請があった事件でありました。 
 特徴的なのは、この申⽴ての以前に訴訟が起
こされておりまして、ほぼ同じ主張を前提にし
た差⽌請求訴訟で敗訴しているというものでし
た。訴訟での解決に納得できないで⾏政 ADR
を申し⽴ててきた事件でありました。基本的に
訴訟との関係でいいますと、申⽴⼈の⼀部は前
訴に関わっていなかった点もあったり、前訴に
おける被害は前訴訟段階における被害であって、
原因裁定の申⽴てをしてきている被害は、現在
進⾏中の被害だということになると考えれば、
⼆重訴訟にはならないだろうということで、事
件を着々と進めていたというものです。 
 私が受けた頃には、現地調査を⾏うという⽅
向性は決まっていたわけですけれども、現地調
査というのが簡単なものなのかと思ったら、結
構⼤変な話で、まず空気中に有機物がどれだけ
排出されているかということから、それが被害
者のところに届いているか。それとの因果関係
ということで、気象調査から、⼤気の採取分析
という細かい作業を⾏っていたところでありま
した。実際に⾦額を確認したわけではありませ
んけれども、たしか当時それなりの予算を使⽤
して調査を⾏ったという話だったと思います。
裁判事務と⽐べたときにこれが⼀つの驚きでし
た。 
 更に驚きというのは、先ほど申し上げました
ように、⼀旦訴訟で結論が出ていたが、社会的
に紛争が解決していない、むしろ職権調査を求
めてやってきていたところが、⾮常に驚きであ
ったわけです。 
 このほか、島原市における養豚場等からのし
尿による⽔質汚濁被害原因裁定申請事件5（申
請：平成 23 年３⽉）という事件もありました。
こちらの事案でも相当の費⽤をかけて、⾮常に

 

きちんとした科学的知⾒に基づいた調査が⾏わ
れていたのが印象的でした。 
 これらの事件を通して抱いた感想は、⺠事訴
訟であれば、当事者の費⽤負担でやるべきとこ
ろを、かなりのお⾦をかけて国がやっている。
その理由は何だろうかということでした。後で
お話が出るかとは思いますが、結局そこのとこ
ろは、公害を国家としてどう⾒ていくのかとい
う問題につながっていくのだという印象を持っ
た次第です。 
 
■類似地域を探し、騒⾳を体験 
荒井  私は、現に事件をまだ担当しているこ
ともありますし、まだ３年しかたっていないこ
ともありまして、お⼆⼈のようにかなり⼤きな
事件で、本格的な調査を尽くして判断に⾄る事
件は、まだほとんどない状態であります。 
 ⽐較的⼤きな事件としては、調停でございま
すけれども、東京国際空港航空機騒⾳調停申請
事件6（申請：平成 28 年９⽉）があります。こ
れは、需要の拡⼤に対応するために国が⽻⽥空
港の従来の航路を変更することとしたのですが、
これに伴って、近い上空を⾶ぶことになった京
浜島の事業主たちが、その騒⾳がひどくなるの
で、新航路の滑⾛路の供⽤制限等を求めた調停
です。これは富越前委員⻑から引き継いだ案件
であります。 
 これは、その計画段階で⾶⾏を⽌めようとし
ているものですので、実際に計画実施の段階で、
どの程度の騒⾳になるのかが分からない。想定
ではいろいろ議論されていても、それが実際に
どの程度⽇常⽣活、あるいはその⼯場・事業所
での仕事に影響を及ぼすのか分からない状況で
したので、どの程度の⾳になるのかを調査する
ために、全国で空港から同じような位置関係に
ある場所を探してもらいまして、伊丹空港の近

                                                 
6 東京国際空港航空機騒⾳調停申請事件（平成 28 年（調）第 10 号事件） 
https://www.soumu.go.jp/kouchoi/activity/tokyokokusaikuukou_souon.html 

隣で同じような距離関係にある場所に、実際に
担当メンバーで出向いて⾏って、そこで離発着
する⾶⾏機の騒⾳をじかに体験し、騒⾳測定も
いたしまして、どの程度の騒⾳になるのかを体
験してまいりました。 
 この体験を踏まえてその後も調整を重ね、最
終的に、新航路の滑⾛路の供⽤制限は求めない
が、その代わり、実施に移された場合にどの程
度の騒⾳になるのかを、国交省で騒⾳測定のモ
ニタリングをして情報提供するなどといった内
容で、令和２年１⽉に調停が成⽴いたしました。 
 このほか、現在係属中の事件ですけれども、
⾃動⾞排出ガスによって気管⽀ぜんそくに罹患

り か ん

したと主張する患者たちが申請⼈となって、国・
環境省と⾃動⾞メーカー７社を相⼿に損害賠
償と医療費助成制度の創設などを求める調停
事件や、⼯場から排出されたエタノールによっ
て増殖したカビによって、隣接する申請⼈の事
業所の外壁に異常な⿊ずみが発⽣したとして、
責任裁定を求める案件があります。後者の事件
は、公調委が持っている専⾨的知⾒を活⽤して
判断する公調委らしい事件だと思われ、今、精
⼒的に専⾨委員からもお話を伺いながら、事案
の解明に努めているところでございます。 
 

 
事務局⻑  先ほど、富越先⽣からお話がござ
いましたが、公害等調整委員会が⾏う裁定につ
いては、職権調査が広く⾏われているところで
す。この職権調査は、ある意味、裁定制度の特
⾊ともいえるものだと考えておりますが、この
職権調査の在り⽅をどのように考えていくべき
か、お考えを伺えればと思います。 
 
⼤内  公調委の役割としては、基本的に公害

職権調査の在り⽅ 
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による被害者の救済を⾏うところにあるのでは
ないかと思うのです。私が担当した神栖事件に
ついても、その意義を強く感じた次第です。こ
の事件では、因果関係が不明とされていた住⺠
の健康被害について、地下⽔の流れとか、健康
被害の医学的な解明とか、全て職権調査を尽く
さなければ解明できなかった事案だろうと思っ
ております。 
 ⼀般の⺠事訴訟であれば、当事者の⽴証責任
が⼤きな壁になってしまうわけですが、公調委
の⼿続におきましては、職権による調査を尽く
して、救済されるべき被害者を確実に救済する
役割を果たすことができるわけです。そういう
意味では、公調委の公害紛争処理⼿続において
は、積極的な職権発動が⼤変⼤事な役割になる
のではないかと思うわけです。 
 そして、この被害者救済の観点とも関連する
わけですが、公調委では当事者の提出証拠のみ
ならず、職権による事実調査を⾏って、真相究
明に尽⼒することが、その役割として⼤いに期
待されているところであります。当事者の主張
に疑問があれば、積極的に求釈明を⾏って証拠
の提出を促し、そして公害の発⽣原因や被害の
実情について、専⾨的・科学的な解明が必要な
場合には、その分野の専⾨家を専⾨委員に選任
し、職権による調査を委託することができるわ
けです。そのような役割を果たすことによって、
公調委に求められている公正で科学的な調査と、
それに基づく判断、これが公害紛争処理に当た
って極めて重要な役割を果たしてきたのではな
いかと考えられるわけです。 
 公調委は、社会的に求められている役割を、
このような積極的な職権発動によって果たして
いくことが極めて⼤切な事柄ではないか、と考
えている次第です。 
 
事務局⻑  ありがとうございます。富越先⽣、
いかがでしょうか。先ほども⾔及されていまし
たけれども。 

富越  今、⼤内 元委員⻑がお話されたとお
りで、被害者救済が⼀番ですけれども、そもそ
も私⾃⾝は、当事者主義に⾮常になじんでいた
ものですから、もちろん被害者救済のために当
事者主義の例外が作られているわけですけれど
も、その根源が結局どこから来ているのか。国
費を使うという積極的な根拠は何なのかという
ことに関⼼がありました。 
 現実の場⾯では、多額の費⽤を使ったけれど
も、結果的に申⽴⼈の思っているような因果関
係が認められないということも⽣じてきます。
ですから、結果的には被害者救済につながって
いない場合もあるのですけれども、救済の可能
性があるなら調べるということになります。そ
こら辺のところも含めて、国⺠の税⾦を⺠事紛
争解決に使う根拠は何なのかということを考え
ておりました。 

  
富 越 和 厚 

前 公害等調整委員会委員⻑（平成 24.7〜29.6) 
元 東京⾼等裁判所⻑官 

 
■職権調査の根源とは 
富越  職権調査を当事者主義の例外という
観点から考えてみますと、御存じのとおり、当
事者主義では、まず、判断は申⽴ての範囲を超
えられない（不告不理）、審理の範囲は当事者

 

の申⽴てによるという処分権主義の原則があり
ますが、この原則は、責任裁定⼿続では維持さ
れているようです。次に、当事者主義には、請
求の理由付けとしての⾔い分（主張）も当事者
に任される弁論主義がありますが、職権証拠調
べとしての職権調査を積極的に評価することで、
処分権主義、弁論主義も修正を迫られるのでは
ないかと考えました。 
 職権調査をした結果、当事者が⾔っていなか
った事情が分かってしまった場合に、職権調査
をした結果を紛争解決に考慮することになると、
弁論主義に影響してくることになります。 
 更に、証拠調べの結果、申⽴⼈が求めていな
い結論がでたときに、これを考慮するとなると、
処分権主義の例外を認めることになりそうです
が、まさに原因裁定では、それに近い構造が⾒
えます（公害紛争処理法第 42 条の 30 7）。 
 では、当事者間の⺠事紛争である公害につい
て、国の紛争解決機関が⺠訴法の原則から離れ
てまで介⼊していく根拠は何なのかというと、
先ほど⼤内元委員⻑が指摘した被害者救済と
いうことになりますが、なぜ公害紛争について
特別な対応をするのかといえば、公害がパブリ
ックコンサーン、国家として関⼼を持つべき事
項だということだろうと思うわけです。この観
点を進めれば、公害被害が発⽣していないが、
そのおそれがあるのだとすれば、救済の対象に
取り込むという理屈がでてくるのだろうという
ことになります。 
 更に、当事者間の⺠事紛争の解決に税⾦を使
うことの根拠としても、まさにパブリックコン
サーンであるような公害だからだという議論に
なりそうです。そうすると、どのような事態を
公害として、受理し、審理するのか、公害等調
整委員会として扱うべき公害の範囲を広くみて
いくのか、狭くみていくのかという問題にも突

                                                 
7 公害紛争処理法第 42 条の 30 
 裁定委員会は、被害の原因を明らかにするため特に必要があると認めるときは、原因裁定において、原因裁定の申

請をした者が裁定を求めた事項以外の事項についても、裁定することができる。 

き当たってくるような気がいたします。 
公害の定義は環境基本法第２条第３項に規

定されていますが、国の機関が公⾦を使って介
⼊する特別な事態だと考えると、相応の縛りが
出てくるだろうと思いますけれども、パブリッ
クコンサーンとしての公害排除、環境保全とい
う観点からは、公害に該当する以上、広く救済
すべしとの⽴場もありえるでしょう。事案ごと
の判断ということではありますが、公調委とし
ての判断基準はいかにあるべきかという根本的
な問題であるとの印象を持ったところです。 
 
荒井  先ほど、⼤内元委員⻑がおっしゃった
御意⾒は、公調委の基本的な、拠

よ
って⽴つ考え

⽅だろうと思うところです。そうした被害者救
済を、公共的な⽴場から、事案を解明し、原因
を突き詰めて救済を図ることが必要なわけです
けれども、ただ、最近の都市型の、近隣紛争的
な紛争の場合に、どこまでそういうことをやる
のか、今、富越前委員⻑が⾔われた問題意識と
つながるところだと思うのですけれども、徹底
した科学的な解明までしなければならない事案
なのかどうか。もちろん、⼩規模な事件であっ
ても被害者がいるわけですので、その解明と解
決が必要ですけれども、そのためにどれだけの
精度を持って職権調査をしていくのかについて
は、程度の問題は出てくるのではないかという
気もしているところです。事件のサイズと⾔い
ましょうか、先ほど御紹介いただいた神栖の事
件のような⼤がかりなものについては、かなり
の国費を投⼊しても解決しなければならないも
のだろうと思いますけれども、もう少し⼩規模
のものについて、仮に、その事案の解明にかな
りの専⾨的な調査が必要で、外部委託が必要だ
となった場合に、どこまでやったらいいのかは、
事件を担当していく中で、ときどき悩ましいと
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による被害者の救済を⾏うところにあるのでは
ないかと思うのです。私が担当した神栖事件に
ついても、その意義を強く感じた次第です。こ
の事件では、因果関係が不明とされていた住⺠
の健康被害について、地下⽔の流れとか、健康
被害の医学的な解明とか、全て職権調査を尽く
さなければ解明できなかった事案だろうと思っ
ております。 
 ⼀般の⺠事訴訟であれば、当事者の⽴証責任
が⼤きな壁になってしまうわけですが、公調委
の⼿続におきましては、職権による調査を尽く
して、救済されるべき被害者を確実に救済する
役割を果たすことができるわけです。そういう
意味では、公調委の公害紛争処理⼿続において
は、積極的な職権発動が⼤変⼤事な役割になる
のではないかと思うわけです。 
 そして、この被害者救済の観点とも関連する
わけですが、公調委では当事者の提出証拠のみ
ならず、職権による事実調査を⾏って、真相究
明に尽⼒することが、その役割として⼤いに期
待されているところであります。当事者の主張
に疑問があれば、積極的に求釈明を⾏って証拠
の提出を促し、そして公害の発⽣原因や被害の
実情について、専⾨的・科学的な解明が必要な
場合には、その分野の専⾨家を専⾨委員に選任
し、職権による調査を委託することができるわ
けです。そのような役割を果たすことによって、
公調委に求められている公正で科学的な調査と、
それに基づく判断、これが公害紛争処理に当た
って極めて重要な役割を果たしてきたのではな
いかと考えられるわけです。 
 公調委は、社会的に求められている役割を、
このような積極的な職権発動によって果たして
いくことが極めて⼤切な事柄ではないか、と考
えている次第です。 
 
事務局⻑  ありがとうございます。富越先⽣、
いかがでしょうか。先ほども⾔及されていまし
たけれども。 

富越  今、⼤内 元委員⻑がお話されたとお
りで、被害者救済が⼀番ですけれども、そもそ
も私⾃⾝は、当事者主義に⾮常になじんでいた
ものですから、もちろん被害者救済のために当
事者主義の例外が作られているわけですけれど
も、その根源が結局どこから来ているのか。国
費を使うという積極的な根拠は何なのかという
ことに関⼼がありました。 
 現実の場⾯では、多額の費⽤を使ったけれど
も、結果的に申⽴⼈の思っているような因果関
係が認められないということも⽣じてきます。
ですから、結果的には被害者救済につながって
いない場合もあるのですけれども、救済の可能
性があるなら調べるということになります。そ
こら辺のところも含めて、国⺠の税⾦を⺠事紛
争解決に使う根拠は何なのかということを考え
ておりました。 

  
富 越 和 厚 

前 公害等調整委員会委員⻑（平成 24.7〜29.6) 
元 東京⾼等裁判所⻑官 

 
■職権調査の根源とは 
富越  職権調査を当事者主義の例外という
観点から考えてみますと、御存じのとおり、当
事者主義では、まず、判断は申⽴ての範囲を超
えられない（不告不理）、審理の範囲は当事者

 

の申⽴てによるという処分権主義の原則があり
ますが、この原則は、責任裁定⼿続では維持さ
れているようです。次に、当事者主義には、請
求の理由付けとしての⾔い分（主張）も当事者
に任される弁論主義がありますが、職権証拠調
べとしての職権調査を積極的に評価することで、
処分権主義、弁論主義も修正を迫られるのでは
ないかと考えました。 
 職権調査をした結果、当事者が⾔っていなか
った事情が分かってしまった場合に、職権調査
をした結果を紛争解決に考慮することになると、
弁論主義に影響してくることになります。 
 更に、証拠調べの結果、申⽴⼈が求めていな
い結論がでたときに、これを考慮するとなると、
処分権主義の例外を認めることになりそうです
が、まさに原因裁定では、それに近い構造が⾒
えます（公害紛争処理法第 42 条の 30 7）。 
 では、当事者間の⺠事紛争である公害につい
て、国の紛争解決機関が⺠訴法の原則から離れ
てまで介⼊していく根拠は何なのかというと、
先ほど⼤内元委員⻑が指摘した被害者救済と
いうことになりますが、なぜ公害紛争について
特別な対応をするのかといえば、公害がパブリ
ックコンサーン、国家として関⼼を持つべき事
項だということだろうと思うわけです。この観
点を進めれば、公害被害が発⽣していないが、
そのおそれがあるのだとすれば、救済の対象に
取り込むという理屈がでてくるのだろうという
ことになります。 
 更に、当事者間の⺠事紛争の解決に税⾦を使
うことの根拠としても、まさにパブリックコン
サーンであるような公害だからだという議論に
なりそうです。そうすると、どのような事態を
公害として、受理し、審理するのか、公害等調
整委員会として扱うべき公害の範囲を広くみて
いくのか、狭くみていくのかという問題にも突

                                                 
7 公害紛争処理法第 42 条の 30 
 裁定委員会は、被害の原因を明らかにするため特に必要があると認めるときは、原因裁定において、原因裁定の申

請をした者が裁定を求めた事項以外の事項についても、裁定することができる。 

き当たってくるような気がいたします。 
公害の定義は環境基本法第２条第３項に規

定されていますが、国の機関が公⾦を使って介
⼊する特別な事態だと考えると、相応の縛りが
出てくるだろうと思いますけれども、パブリッ
クコンサーンとしての公害排除、環境保全とい
う観点からは、公害に該当する以上、広く救済
すべしとの⽴場もありえるでしょう。事案ごと
の判断ということではありますが、公調委とし
ての判断基準はいかにあるべきかという根本的
な問題であるとの印象を持ったところです。 
 
荒井  先ほど、⼤内元委員⻑がおっしゃった
御意⾒は、公調委の基本的な、拠

よ
って⽴つ考え

⽅だろうと思うところです。そうした被害者救
済を、公共的な⽴場から、事案を解明し、原因
を突き詰めて救済を図ることが必要なわけです
けれども、ただ、最近の都市型の、近隣紛争的
な紛争の場合に、どこまでそういうことをやる
のか、今、富越前委員⻑が⾔われた問題意識と
つながるところだと思うのですけれども、徹底
した科学的な解明までしなければならない事案
なのかどうか。もちろん、⼩規模な事件であっ
ても被害者がいるわけですので、その解明と解
決が必要ですけれども、そのためにどれだけの
精度を持って職権調査をしていくのかについて
は、程度の問題は出てくるのではないかという
気もしているところです。事件のサイズと⾔い
ましょうか、先ほど御紹介いただいた神栖の事
件のような⼤がかりなものについては、かなり
の国費を投⼊しても解決しなければならないも
のだろうと思いますけれども、もう少し⼩規模
のものについて、仮に、その事案の解明にかな
りの専⾨的な調査が必要で、外部委託が必要だ
となった場合に、どこまでやったらいいのかは、
事件を担当していく中で、ときどき悩ましいと
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思うことがあります。 
 これからの公調委のありようを考えた場合に、
事件のサイズに⾒合った調査の在り⽅について
も、いろいろなバリエーションがあってもいい
のではないかということを最近よく感じている
ところなので、この点についても、お⼆⼈のお
考えをお聞きしたいと思ったところです。いか
がでしょうか。 
 
■職権調査の現代的課題 
⼤内  いや、まさにそこが、現代的な課題だ
ろうと思います。ただ、公調委ができて、もう
48 年の歴史があるわけです。その公害紛争処
理の歴史の中で築いてきた確固とした実績とい
いますか、それは我々の組織の基本的な役割と
して、今後とも果たしていかなければならない
のではないかと思うわけです。 
 ただ、いろいろな⾏政機関で、例えば消費者
保護などの分野においては、消費者保護のため
に、それぞれ専⾨家を集めて、科学的な調査を
尽くして、⾏政上の勧告を⾏うようなことが⾏
われています。 
 だから、いずれにせよ、社会的にその問題が
解決されなければならないとされているときに、
どの機関がそれに対して取り組んでいくのかが
問われるのだろうと思いますので、公調委とし
ましては、公害という基本的な視点に⽴った上
で、その役割を果たしていく必要があるのだろ
うと思う次第です。 
 
富越  私は今、弁護⼠登録したものですから、
弁護⼠に対して公害紛争処理制度について講
演をする機会があります。そのときに、使い勝
⼿がいい制度ですよと、宣伝するわけですが、
弁護⼠として⼀番関⼼を持つのは、⾃分の事件
について調査してもらえるという、そこが⼀番
⼤きいのです。こちらとしては使い勝⼿がいい
ですし、うまくすると、ただで調査してもらえ
ますよと⾔いますけれども、ただし、公害性の

認定は相当難しい点がありますから、何でもか
んでもというわけにいきませんと話をした記憶
があります。だから、そこのところは本当に、
どんな被害を救済すべきなのかという点へリン
クしてくる問題かなと思います。 
 それと、もう１点付け加えておきますが、今、
⼤内元委員⻑から指摘がありました、⾏政 ADR
の話です。私が感じたのは、例えばアスベスト
問題というのは、⼯場の中のアスベスト被害だ
と、これは労災事件ですよね。ところが、⼯場
の窓からアスベストが流れ出して近隣に⾏くと、
これは公害になるのですよね。そうすると、そ
ういった場合の割り切り⽅はそれでいいのだろ
うかと、あるいはアスベスト問題という⼤きな
くくりでもって、例えば公調委が扱うというよ
うな制度設計ができないのだろうかと思うこと
がありました。⾏政 ADR ⾃体が今、縦割りに
なり過ぎているのではないかと印象を持ったこ
とがあります。これは、全く別な論点ですけれ
ども、印象の話として申し上げておきたいと思
います。 
 

 
富越  先ほど当事者主義の話をしましたが、
職権主義と当事者主義の差が⼀番際⽴ってく
るのは、原因裁定嘱託ですよね。 
 裁判所はまさに当事者主義の世界で主張整
理をして、公調委に因果関係について調査して
くれと投げてくる。公調委では、職権調査によ
ってこれを調べて、それを今度はまた当事者主
義の世界に投げ返すわけです。⾮常に⾯⽩いエ
ピソードとして御紹介すると、ある事件で撚⽷

ね ん し

⼯場の撚⽷機械からブーンという⾳が聞こえる
らしいのです。裁判所では⾮常に丁寧に主張整
理をした上で、原因裁定の嘱託事項としては、
低周波⾳が発⽣しているかどうか、低周波が原
告側に到達しているかどうかという内容でした。

原因裁定嘱託 
〜当事者主義と職権主義〜 

 

ところが実際に調査を⾏ってみると、低周波⾳
も含まれてはいるものの卓越したものではなく、
可聴⾳の低い⾳だった。それで結局、主⽂とし
ては、低周波⾳は到達していないという主⽂に
なったのです。このような事案を⾒ていると、
裁判所は当事者の主張に拘束されて、公調委に
原因裁定の嘱託をしてくると、公調委としては、
職権調査で真の紛争原因を把握しても、処分権
主義の部分を動かせませんから、低周波⾳では
ないという意⾒になるのですけれど、そこら辺
で原因裁定の嘱託は、当事者主義と職権主義の
間の⾮常に興味深い部分だなという気がしてい
ました。 
 
■原因裁定の嘱託内容 
富越  もう⼀⾔、感想になりますが、原因裁
定嘱託というのは、原因と結果との因果関係の
判断を頼まれるわけですよね。そうすると結果
の部分が健康被害となれば、詰まるところ医療
問題になってしまいます。ところが、結果の発
⽣の順序としては、その前に公害の原因の被害
者への到達があります。例えば先ほどの寝屋川
事件でいえば、有機物を含んだ廃ガスと健康被
害との因果関係の前に、排ガスが⼀定程度の濃
度で出ているかどうか、それが⾵に乗って流れ
て到達しているかどうかということが先⾏しま
す。これは、外形的な調査になってきて、それ
によって⽣じる健康被害となると、また⼀段階
違うわけですよね。そうすると、原因裁定嘱託
というときに、原因と結果との調査をワンパッ
クで嘱託されると時間がかかってしまうので、
原因物質が発⽣して、それが到達しているかど
うかだけの原因裁定嘱託というのも認めたらど
うかと思ったことがありました。 
 
荒井  原因裁定嘱託については、嘱託内容、
つまり判断する内容が多くなれば当然時間もか
かりますから、嘱託する裁判所と公調委で、今
お話のあったことも含めて、裁判所のニーズを

聞いて対応することも必要ではないか、もっと
両者でキャッチボールをしていく必要があるの
ではないか、と内部で議論しているところです。 
 

 
事務局⻑  冒頭にも、先⽣⽅からお話がござ
いましたけれども、産業型公害から、近隣の⽣
活環境型と申しましょうか、⽇常⽣活に密着し
た公害への事件の変化ということ、これを踏ま
えて、どういう形で我々の仕事を考えていくか
という問題、その中で職権調査の問題、どうい
うものが適切で、どういう場合にそういう職権
調査を⾏うべきかという議論にも絡んでくるの
かと思ったところでございます。 
 公調委による事件処理、過去には、いろいろ
な産業型公害を扱って、⼤きな社会的反響を呼
んだ部分もございますし、また、この 50 年の
歴史の中で、個々の事件の解決を通じて、いろ
いろな意味で社会に影響を与えてきた部分があ
るかと思います。この公調委の事件処理が、ど
う社会に影響を与えたのかという観点で、先⽣
⽅の御意⾒を伺えればと思います。 
 
⼤内  近年の環境意識の⾼まりから、都市型
⽣活型の紛争が増加しておりまして、相隣関係
の紛争というほかないような事例も、たくさん
取り上げられるようになってきているわけです。
また、低周波⾳による紛争だとか、あるいは電
磁波に関する紛争だとか、廃棄物の処理に関す
る紛争だとか、主張される公害の対応も極めて
多様化してきておるわけです。これらの紛争に
ついても、⼀部に典型公害に含まれる紛争が含
まれていれば、我々は全体として、その紛争全
体を取り上げて、紛争解決の対象として取り扱
ってきたわけですけれども、そういう社会のニ
ーズに対応した柔軟な運⽤も、⼤変⼤切ではな
いかと思われるわけです。 
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尽くして、⾏政上の勧告を⾏うようなことが⾏
われています。 
 だから、いずれにせよ、社会的にその問題が
解決されなければならないとされているときに、
どの機関がそれに対して取り組んでいくのかが
問われるのだろうと思いますので、公調委とし
ましては、公害という基本的な視点に⽴った上
で、その役割を果たしていく必要があるのだろ
うと思う次第です。 
 
富越  私は今、弁護⼠登録したものですから、
弁護⼠に対して公害紛争処理制度について講
演をする機会があります。そのときに、使い勝
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弁護⼠として⼀番関⼼を持つのは、⾃分の事件
について調査してもらえるという、そこが⼀番
⼤きいのです。こちらとしては使い勝⼿がいい
ですし、うまくすると、ただで調査してもらえ
ますよと⾔いますけれども、ただし、公害性の

認定は相当難しい点がありますから、何でもか
んでもというわけにいきませんと話をした記憶
があります。だから、そこのところは本当に、
どんな被害を救済すべきなのかという点へリン
クしてくる問題かなと思います。 
 それと、もう１点付け加えておきますが、今、
⼤内元委員⻑から指摘がありました、⾏政 ADR
の話です。私が感じたのは、例えばアスベスト
問題というのは、⼯場の中のアスベスト被害だ
と、これは労災事件ですよね。ところが、⼯場
の窓からアスベストが流れ出して近隣に⾏くと、
これは公害になるのですよね。そうすると、そ
ういった場合の割り切り⽅はそれでいいのだろ
うかと、あるいはアスベスト問題という⼤きな
くくりでもって、例えば公調委が扱うというよ
うな制度設計ができないのだろうかと思うこと
がありました。⾏政 ADR ⾃体が今、縦割りに
なり過ぎているのではないかと印象を持ったこ
とがあります。これは、全く別な論点ですけれ
ども、印象の話として申し上げておきたいと思
います。 
 

 
富越  先ほど当事者主義の話をしましたが、
職権主義と当事者主義の差が⼀番際⽴ってく
るのは、原因裁定嘱託ですよね。 
 裁判所はまさに当事者主義の世界で主張整
理をして、公調委に因果関係について調査して
くれと投げてくる。公調委では、職権調査によ
ってこれを調べて、それを今度はまた当事者主
義の世界に投げ返すわけです。⾮常に⾯⽩いエ
ピソードとして御紹介すると、ある事件で撚⽷

ね ん し

⼯場の撚⽷機械からブーンという⾳が聞こえる
らしいのです。裁判所では⾮常に丁寧に主張整
理をした上で、原因裁定の嘱託事項としては、
低周波⾳が発⽣しているかどうか、低周波が原
告側に到達しているかどうかという内容でした。
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活環境型と申しましょうか、⽇常⽣活に密着し
た公害への事件の変化ということ、これを踏ま
えて、どういう形で我々の仕事を考えていくか
という問題、その中で職権調査の問題、どうい
うものが適切で、どういう場合にそういう職権
調査を⾏うべきかという議論にも絡んでくるの
かと思ったところでございます。 
 公調委による事件処理、過去には、いろいろ
な産業型公害を扱って、⼤きな社会的反響を呼
んだ部分もございますし、また、この 50 年の
歴史の中で、個々の事件の解決を通じて、いろ
いろな意味で社会に影響を与えてきた部分があ
るかと思います。この公調委の事件処理が、ど
う社会に影響を与えたのかという観点で、先⽣
⽅の御意⾒を伺えればと思います。 
 
⼤内  近年の環境意識の⾼まりから、都市型
⽣活型の紛争が増加しておりまして、相隣関係
の紛争というほかないような事例も、たくさん
取り上げられるようになってきているわけです。
また、低周波⾳による紛争だとか、あるいは電
磁波に関する紛争だとか、廃棄物の処理に関す
る紛争だとか、主張される公害の対応も極めて
多様化してきておるわけです。これらの紛争に
ついても、⼀部に典型公害に含まれる紛争が含
まれていれば、我々は全体として、その紛争全
体を取り上げて、紛争解決の対象として取り扱
ってきたわけですけれども、そういう社会のニ
ーズに対応した柔軟な運⽤も、⼤変⼤切ではな
いかと思われるわけです。 
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 ただ、これらの最近の事件傾向に対応して、
私たちの事件処理に臨む姿勢にも留意しなけれ
ばならない課題が幾つかあるように思うわけで
す。例えば、本⼈申請の事件が多く⾒られるよ
うになるわけです。そういう当事者に対する、
⼿続に臨む準備の問題だとか、⼿続を分かりや
すく説明して、理解を得られるようにする努⼒
だとか、円滑な⼿続の運営だとか、極めて難し
い課題に我々は迫られているわけです。現地期
⽇を開催するような取組も、その⼀環かと思い
ます。 
 また、当事者の申請はなくても職権によって、
騒⾳、低周波⾳の測定だとか、化学物質の分析
だとか、⽔質、⼟壌汚染の調査だとか、必要な
事件調査も尽くさなければならないわけです。
そういう活動に関して、より前向きに取り組ん
でいく必要があるのではないかと考えておる次
第です。 
 
富越  公害として救済すべきだという事件に
ついて、公調委はかなりの権限を持っている。
権限を持っているということは、ある意味では、
権限を⾏使すべき義務があるとも⾔えます。税
⾦は公平に使われるべきですから、ある⼈は救
済され、ある⼈は救済されないというようなこ
とはおかしいわけです。そうなると公害として
受理され、救済されるべき事件について全⼒を
尽くすことしかないのではないかという気がし
ています。ありきたりの結論になってしまいま
すけれども、そんな印象を持っております。 
 
事務局⻑  荒井委員⻑、いかがでしょうか。 
 
荒井  私も、お⼆⼈がお話しされたとおりだ
と思います。公調委の社会的役割に関連して、
最近の広報の取組についても少し触れたいと思
います。この公害紛争処理制度を幅広く知って
もらって、利⽤してもらうための活動、これは
お⼆⼈の先輩委員⻑がずっと取り組んできてい

ただいたことだと思います。 
本座談会が掲載されるこの『ちょうせい』を

通じて、地⽅⾃治体に様々な情報をフィードバ
ックすることもそうですし、公調委のホームペ
ージを充実させて、⼀般の⼈が何か困ったこと
があったときに、公調委に相談しようとか、あ
るいは公害紛争処理制度を利⽤しようというこ
とを考えてもらえるようなホームページの⼯夫
を、最近特に精⼒的に取り組んでいるところで
す。実際に公調委に係属する事件⾃体は多くは
ないですが、⼤半の環境紛争に関するトラブル
は、市区町村で⾏っている公害苦情相談のプロ
セスの中で、ほとんどのものが早期に解決して
おります。そういう制度があって、市区町村の
公害苦情の相談窓⼝に⾏けば、何とかしてもら
えることを知ってもらうことの広報活動も、更
に⼒を⼊れていきたいと思っているところでご
ざいます。 

 
 荒 井  勉 

公害等調整委員会委員⻑（平成 29.7〜現在) 
元 福岡⾼等裁判所⻑官 

 

 

 
荒井  最近、事件処理を⾏っていて感じるの
は、被害者の被害意識がかなり強いケースが多
いということです。感受性といいましょうか、
騒⾳、振動、悪臭などを申請⼈は感じるのだけ
れども、客観的な数値では測れないような部分
がある。そういう場合に、しかし本⼈は悩み苦
しんでいる場合に、どう対処していったらいい
のかと、悩ましく思います。 
 恐らく、これは昔ならば感じなかったような
ことが、環境が良くなってきた反⾯として、⾮
常に⼩さな⾳でも感じるようになってしまう。
感受性というか感性が強くなっているといいま
しょうか、センシティブになっているのではな
いかと思うわけです。そういう場合は、受忍限
度の考え⽅で従来の基準でいくと違法とはいえ
ませんよという形で対処しがちになるわけです
が、これから先、公調委の役割として、そうい
うことをどの程度救済していったらいいのか、
今後も更にそういう傾向が強まっていくのでは
ないかという気がするものですから、そこら辺に
ついて、お⼆⼈がどんなふうに感じておられるか、
お聞きできれば有り難いと思っております。 
 
富越  今、荒井委員⻑の指摘された問題で、
難しいと感じたのは、被害感受性の⾼まりが⼀
般的、客観的な裏付けを持った受忍限度の変化
を意味する場合と個⼈の個別事情による思い込
みによる場合との区別です。確かに環境が良く
なったので、感受性が⾼まったということもあ
るだろうけれども、被害者の⼼⾝の状態や様々
な事情・背景によって、余計に感受性が⾼まっ
ている場合もあり得ます。感受性が⾼まって、
耐える限度が落ちてくるのは、いろいろな要素
があり得るとも思われます。苦痛が被害者に帰
責できない被害者の個性によるものなら、救済
は否定されないような気がします。 
 その中で、公調委として公害として扱ってい

くとなると、それはどういう基準でもって公害
被害と判断していくかいうことです。とても難
しい問題だという気がしました。最初の受付の
段階で判断するのではなくて、医学的な、その
専⾨性を持っている委員の意⾒を聞くなり何な
りして、整理していくしかないのかという気が
します。いずれにしても⾮常に難しい問題だと
いう印象を持ちました。 
 
事務局⻑  ⼤内先⽣、今の点いかがでござい
ましょうか。 
 
⼤内  御指摘のような事案は、私が担当した
事案の中では、低周波⾳被害についてそのこと
を強く感じたわけです。結局のところ、我々か
ら⾒ると低周波⾳によって被害を受けるとは全
然思えない程度の影響であっても、事件の被害
者、当事者は⼤変⽇常的に苦しんでおるような
苦情を訴えられる。それをどういう基準で我々
は臨まなければならないかというところだと思
うのですね。 
 ただ、結局のところは、公的な⽴場としては
科学的な解明を尽くして、科学的に明らかにな
った基準を最低限度おさえておく必要があると
思います。この程度ならば被害を訴えることも
あり得ると想定できる⽔準の被害と、それが到
底考えられないような、気持ちの問題として受
け取らざるを得ないような⽔準の被害とは、区
別して扱うしかないわけです。例えば、物理的
には低周波⾳は届いていないと⾔わざるを得な
いようなものは、科学的に解明して、それは結
局のところ、幾ら測定しても影響が出ていると
は⾔えませんよということで、けじめはつけな
ければいけないのだろうと思うのです。 
 低周波⾳に限らず、いろいろな分野で、そう
いった類似の問題は出ようかと思うのですけれ
ども、我々の拠って⽴つ基盤は、科学的な基準
をよりどころにするほかないのではないかと考
える次第です。 

感覚公害の対応の難しさ 
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 ただ、これらの最近の事件傾向に対応して、
私たちの事件処理に臨む姿勢にも留意しなけれ
ばならない課題が幾つかあるように思うわけで
す。例えば、本⼈申請の事件が多く⾒られるよ
うになるわけです。そういう当事者に対する、
⼿続に臨む準備の問題だとか、⼿続を分かりや
すく説明して、理解を得られるようにする努⼒
だとか、円滑な⼿続の運営だとか、極めて難し
い課題に我々は迫られているわけです。現地期
⽇を開催するような取組も、その⼀環かと思い
ます。 
 また、当事者の申請はなくても職権によって、
騒⾳、低周波⾳の測定だとか、化学物質の分析
だとか、⽔質、⼟壌汚染の調査だとか、必要な
事件調査も尽くさなければならないわけです。
そういう活動に関して、より前向きに取り組ん
でいく必要があるのではないかと考えておる次
第です。 
 
富越  公害として救済すべきだという事件に
ついて、公調委はかなりの権限を持っている。
権限を持っているということは、ある意味では、
権限を⾏使すべき義務があるとも⾔えます。税
⾦は公平に使われるべきですから、ある⼈は救
済され、ある⼈は救済されないというようなこ
とはおかしいわけです。そうなると公害として
受理され、救済されるべき事件について全⼒を
尽くすことしかないのではないかという気がし
ています。ありきたりの結論になってしまいま
すけれども、そんな印象を持っております。 
 
事務局⻑  荒井委員⻑、いかがでしょうか。 
 
荒井  私も、お⼆⼈がお話しされたとおりだ
と思います。公調委の社会的役割に関連して、
最近の広報の取組についても少し触れたいと思
います。この公害紛争処理制度を幅広く知って
もらって、利⽤してもらうための活動、これは
お⼆⼈の先輩委員⻑がずっと取り組んできてい

ただいたことだと思います。 
本座談会が掲載されるこの『ちょうせい』を

通じて、地⽅⾃治体に様々な情報をフィードバ
ックすることもそうですし、公調委のホームペ
ージを充実させて、⼀般の⼈が何か困ったこと
があったときに、公調委に相談しようとか、あ
るいは公害紛争処理制度を利⽤しようというこ
とを考えてもらえるようなホームページの⼯夫
を、最近特に精⼒的に取り組んでいるところで
す。実際に公調委に係属する事件⾃体は多くは
ないですが、⼤半の環境紛争に関するトラブル
は、市区町村で⾏っている公害苦情相談のプロ
セスの中で、ほとんどのものが早期に解決して
おります。そういう制度があって、市区町村の
公害苦情の相談窓⼝に⾏けば、何とかしてもら
えることを知ってもらうことの広報活動も、更
に⼒を⼊れていきたいと思っているところでご
ざいます。 

 
 荒 井  勉 

公害等調整委員会委員⻑（平成 29.7〜現在) 
元 福岡⾼等裁判所⻑官 

 

 

 
荒井  最近、事件処理を⾏っていて感じるの
は、被害者の被害意識がかなり強いケースが多
いということです。感受性といいましょうか、
騒⾳、振動、悪臭などを申請⼈は感じるのだけ
れども、客観的な数値では測れないような部分
がある。そういう場合に、しかし本⼈は悩み苦
しんでいる場合に、どう対処していったらいい
のかと、悩ましく思います。 
 恐らく、これは昔ならば感じなかったような
ことが、環境が良くなってきた反⾯として、⾮
常に⼩さな⾳でも感じるようになってしまう。
感受性というか感性が強くなっているといいま
しょうか、センシティブになっているのではな
いかと思うわけです。そういう場合は、受忍限
度の考え⽅で従来の基準でいくと違法とはいえ
ませんよという形で対処しがちになるわけです
が、これから先、公調委の役割として、そうい
うことをどの程度救済していったらいいのか、
今後も更にそういう傾向が強まっていくのでは
ないかという気がするものですから、そこら辺に
ついて、お⼆⼈がどんなふうに感じておられるか、
お聞きできれば有り難いと思っております。 
 
富越  今、荒井委員⻑の指摘された問題で、
難しいと感じたのは、被害感受性の⾼まりが⼀
般的、客観的な裏付けを持った受忍限度の変化
を意味する場合と個⼈の個別事情による思い込
みによる場合との区別です。確かに環境が良く
なったので、感受性が⾼まったということもあ
るだろうけれども、被害者の⼼⾝の状態や様々
な事情・背景によって、余計に感受性が⾼まっ
ている場合もあり得ます。感受性が⾼まって、
耐える限度が落ちてくるのは、いろいろな要素
があり得るとも思われます。苦痛が被害者に帰
責できない被害者の個性によるものなら、救済
は否定されないような気がします。 
 その中で、公調委として公害として扱ってい

くとなると、それはどういう基準でもって公害
被害と判断していくかいうことです。とても難
しい問題だという気がしました。最初の受付の
段階で判断するのではなくて、医学的な、その
専⾨性を持っている委員の意⾒を聞くなり何な
りして、整理していくしかないのかという気が
します。いずれにしても⾮常に難しい問題だと
いう印象を持ちました。 
 
事務局⻑  ⼤内先⽣、今の点いかがでござい
ましょうか。 
 
⼤内  御指摘のような事案は、私が担当した
事案の中では、低周波⾳被害についてそのこと
を強く感じたわけです。結局のところ、我々か
ら⾒ると低周波⾳によって被害を受けるとは全
然思えない程度の影響であっても、事件の被害
者、当事者は⼤変⽇常的に苦しんでおるような
苦情を訴えられる。それをどういう基準で我々
は臨まなければならないかというところだと思
うのですね。 
 ただ、結局のところは、公的な⽴場としては
科学的な解明を尽くして、科学的に明らかにな
った基準を最低限度おさえておく必要があると
思います。この程度ならば被害を訴えることも
あり得ると想定できる⽔準の被害と、それが到
底考えられないような、気持ちの問題として受
け取らざるを得ないような⽔準の被害とは、区
別して扱うしかないわけです。例えば、物理的
には低周波⾳は届いていないと⾔わざるを得な
いようなものは、科学的に解明して、それは結
局のところ、幾ら測定しても影響が出ていると
は⾔えませんよということで、けじめはつけな
ければいけないのだろうと思うのです。 
 低周波⾳に限らず、いろいろな分野で、そう
いった類似の問題は出ようかと思うのですけれ
ども、我々の拠って⽴つ基盤は、科学的な基準
をよりどころにするほかないのではないかと考
える次第です。 

感覚公害の対応の難しさ 
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公害紛争処理制度「平成の時代から令和の時代へ」 

 
相 ⾺ 清 貴 

（公害等調整委員会事務局⻑) 
 

 
事務局⻑  ありがとうございました。多岐に
わたる⾮常に有益な御意⾒をうかがってきたと
ころです。 
 さて、今後の公害紛争処理制度の運営に関し
て、改めて御意⾒をお願いできればと思います。
今、公害紛争処理制度が創設されて 50 年たっ
たところでございます。今後、先ほどの公害の
質的な変化という観点も当然ございますけれど
も、紛争処理制度の運営に関して、こういうと
ころを中⼼に考えていくべきだ、こういうとこ
ろは⾒直した⽅が良いのではないか、そのよう
な御意⾒がございましたら、お伺いできればと
思います。 
 
⼤内  ⼤体今までお話ししたところで尽きて
いる気はいたしますが、事務局のスタッフの問
題にせよ、専⾨委員による科学的調査の問題に
せよ、それぞれの分野の英知をかき集めて、公
調委としての機能の中に反映させていくのが基
本的な姿勢ではないかと思うのです。現在、担

当している皆さん⽅には、⼤変悩ましい課題だ
とは思いますけれども、そういう意味で、科学
的な調査や判断を前提として、それを当事者に
返してあげていく。結局、現在の科学で解明で
きるのは、ここまでであると、それを超えるも
のについては、我々としても不知と⾔わざるを
得ないと。だけれども、科学的に解明できた範
囲では、きちんと救済していくような姿勢が求
められるのではないかと思います。 
 
事務局⻑  なるほど。富越先⽣、改めて伺い
ますが。 
 
富越  まず基本的に、現在のこの公調委の組
織機能という観点から⾒ると、私は、かなりう
まくやっているなという印象を持っています。
ですから、何か積極的にこうすべきということ
は特には思いつきませんけれども、⾮常に努⼒
してうまくやっていただいている気がしていま
す。 
 ただ、今後の問題ということになると、また
公害が近隣紛争になってきたとしても、それを
どういう形でまとめていくのか。それから、更
に公害の概念をもう少し広げてもいいのか。特
に調停では、おそれ公害という議論になってく
ると、「おそれ」の扱いについてもこれからき
っちり議論しなければいけないところも出てく
るのではないかという気がしています。 
 いずれにしても、制度の在り⽅からしてみれ
ば、公害の概念を中⼼にしながら、広げるもの
は広げるというところかと印象を持っています。 
 
事務局⻑  ありがとうございます。荒井委員
⻑はいかがでしょうか。 
 
荒井  冒頭の事務局⻑の説明にもありました
が、最近の『ちょうせい』の特集で平成時代の
当委員会の活動を振り返る機会がございました。
そうしますと、これまで⼩⽥急騒⾳事件、スパ

公害紛争処理制度の運営に 
関する提⾔ 

 

イクタイヤ事件、豊島産廃事件、⼤内元委員⻑
が担当された神栖ヒ素事件を始めとする多くの
事件で、公調委がしっかりとその役割を果たし
てきたことを改めて痛感し、後に続く私たちも
その時代に求められる要請に的確に応えて、そ
の役割を果たしていかなければならないとの思
いを新たにしたところでございます。 

そういう観点からも、本⽇のお⼆⼈からのア
ドバイスを本当にありがたく拝聴した次第でご
ざいます。公害紛争のありようが時代によって
変化し、昔は産業型公害だった紛争が、今は⽣
活環境型になってきているわけですが、それが
この先、どんなふうに変容していくのかという
将来予測などもしなければいけないことだろう
と思っているところです。そういう流れで、今
富越前委員⻑が⾔われた公害の概念をどう考え
ていくのか、もう少し広げていく必要があるの
かという問題が、出てくるのかと思います。 
 令和 4 年には、公調委の創設から 50 周年と
いう⼤きな節⽬を迎えます。今⽇いろいろと伺
った貴重な御意⾒を参考にして、時代に即応し
た公調委の在り⽅を模索していかなければなら

ないと思っております。 
 また、裁判所に原因裁定嘱託制度をもっと知
っていただくための広報活動を始めとして、公
害紛争処理制度を広く⼀般に周知を図るため
の広報活動を引き続き⼒を⼊れるとともに、こ
の制度を国⺠に利⽤してもらいやすくするため
の⼯夫や活動を続けていきたいと考えておりま
す。今後の公調委がどういう役割を果たしてい
ったらいいのかについて、更にいろいろな⽅か
ら御意⾒を伺いながら、検討を進めてまいりた
いと思っておりますので、今後ともいろいろと
アドバイスを頂ければと思います。よろしくお
願いいたします。 
  
事務局⻑  ⻑時間にわたる御議論、ありがと
うございました。そろそろ、予定されたお時間
となりましたので、座談会を終了させていただ
きます。先⽣⽅には今後とも引き続き御指導、
御鞭撻を賜りますよう、よろしくお願い申し上
げます。 
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公害紛争処理制度「平成の時代から令和の時代へ」 

 
相 ⾺ 清 貴 

（公害等調整委員会事務局⻑) 
 

 
事務局⻑  ありがとうございました。多岐に
わたる⾮常に有益な御意⾒をうかがってきたと
ころです。 
 さて、今後の公害紛争処理制度の運営に関し
て、改めて御意⾒をお願いできればと思います。
今、公害紛争処理制度が創設されて 50 年たっ
たところでございます。今後、先ほどの公害の
質的な変化という観点も当然ございますけれど
も、紛争処理制度の運営に関して、こういうと
ころを中⼼に考えていくべきだ、こういうとこ
ろは⾒直した⽅が良いのではないか、そのよう
な御意⾒がございましたら、お伺いできればと
思います。 
 
⼤内  ⼤体今までお話ししたところで尽きて
いる気はいたしますが、事務局のスタッフの問
題にせよ、専⾨委員による科学的調査の問題に
せよ、それぞれの分野の英知をかき集めて、公
調委としての機能の中に反映させていくのが基
本的な姿勢ではないかと思うのです。現在、担

当している皆さん⽅には、⼤変悩ましい課題だ
とは思いますけれども、そういう意味で、科学
的な調査や判断を前提として、それを当事者に
返してあげていく。結局、現在の科学で解明で
きるのは、ここまでであると、それを超えるも
のについては、我々としても不知と⾔わざるを
得ないと。だけれども、科学的に解明できた範
囲では、きちんと救済していくような姿勢が求
められるのではないかと思います。 
 
事務局⻑  なるほど。富越先⽣、改めて伺い
ますが。 
 
富越  まず基本的に、現在のこの公調委の組
織機能という観点から⾒ると、私は、かなりう
まくやっているなという印象を持っています。
ですから、何か積極的にこうすべきということ
は特には思いつきませんけれども、⾮常に努⼒
してうまくやっていただいている気がしていま
す。 
 ただ、今後の問題ということになると、また
公害が近隣紛争になってきたとしても、それを
どういう形でまとめていくのか。それから、更
に公害の概念をもう少し広げてもいいのか。特
に調停では、おそれ公害という議論になってく
ると、「おそれ」の扱いについてもこれからき
っちり議論しなければいけないところも出てく
るのではないかという気がしています。 
 いずれにしても、制度の在り⽅からしてみれ
ば、公害の概念を中⼼にしながら、広げるもの
は広げるというところかと印象を持っています。 
 
事務局⻑  ありがとうございます。荒井委員
⻑はいかがでしょうか。 
 
荒井  冒頭の事務局⻑の説明にもありました
が、最近の『ちょうせい』の特集で平成時代の
当委員会の活動を振り返る機会がございました。
そうしますと、これまで⼩⽥急騒⾳事件、スパ

公害紛争処理制度の運営に 
関する提⾔ 

 

イクタイヤ事件、豊島産廃事件、⼤内元委員⻑
が担当された神栖ヒ素事件を始めとする多くの
事件で、公調委がしっかりとその役割を果たし
てきたことを改めて痛感し、後に続く私たちも
その時代に求められる要請に的確に応えて、そ
の役割を果たしていかなければならないとの思
いを新たにしたところでございます。 

そういう観点からも、本⽇のお⼆⼈からのア
ドバイスを本当にありがたく拝聴した次第でご
ざいます。公害紛争のありようが時代によって
変化し、昔は産業型公害だった紛争が、今は⽣
活環境型になってきているわけですが、それが
この先、どんなふうに変容していくのかという
将来予測などもしなければいけないことだろう
と思っているところです。そういう流れで、今
富越前委員⻑が⾔われた公害の概念をどう考え
ていくのか、もう少し広げていく必要があるの
かという問題が、出てくるのかと思います。 
 令和 4 年には、公調委の創設から 50 周年と
いう⼤きな節⽬を迎えます。今⽇いろいろと伺
った貴重な御意⾒を参考にして、時代に即応し
た公調委の在り⽅を模索していかなければなら

ないと思っております。 
 また、裁判所に原因裁定嘱託制度をもっと知
っていただくための広報活動を始めとして、公
害紛争処理制度を広く⼀般に周知を図るため
の広報活動を引き続き⼒を⼊れるとともに、こ
の制度を国⺠に利⽤してもらいやすくするため
の⼯夫や活動を続けていきたいと考えておりま
す。今後の公調委がどういう役割を果たしてい
ったらいいのかについて、更にいろいろな⽅か
ら御意⾒を伺いながら、検討を進めてまいりた
いと思っておりますので、今後ともいろいろと
アドバイスを頂ければと思います。よろしくお
願いいたします。 
  
事務局⻑  ⻑時間にわたる御議論、ありがと
うございました。そろそろ、予定されたお時間
となりましたので、座談会を終了させていただ
きます。先⽣⽅には今後とも引き続き御指導、
御鞭撻を賜りますよう、よろしくお願い申し上
げます。 
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